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個個人人的的企企業業家家志志向向性性のの自自己己・・他他者者評評価価のの差差とと人人事事考考課課  
TThhee  DDiissccrreeppaanncciieess  ooff  PPeerrcceeiivveedd  IIEEOO  ffoorr  OOnneesseellff--OOtthheerrss  aanndd  
PPeerrffoorrmmaannccee  AApppprraaiissaall  
  

東洋大学 山本 聡 

 

要要旨旨  

近年、コーポレート・アントレプレナーシップ

研究では、従業員の個人的企業家志向性（IEO）と

その決定要因の議論が始まっている。そこでは「従

業員の自己 IEO の評価」が測定され、被説明変数

として、分析されることが多い。しかし、組織にお

けるヒトの思考・意思決定や行動を考えると、「自

己がどれくらい IEO を有しているか」という自己

IEO の評価だけを測定することは妥当なのだろう

か。本研究では社会比較理論を鑑み、自己と他者

IEO の評価の差という変数を提示する。その上で、

日本企業 A 社の営業系社員への WEB アンケート

と人事考課の評価点数などの人事データを接続した

実証分析から、自己 IEO の評価と IEO 評価の差の

二つの決定要因を比較した。そして、① 職務自律

性が高まると、自己 IEO の評価が高まる、② 職務

多様性が高まると、IEO 評価の差は大きくなる、

③ 過去の人事考課の評価点数が高く、認知できれ

ば、自己 IEO の評価は高く IEO 評価の差は大きく

なる、と示した。加えて、「自己 IEOの評価と IEO
評価の差の決定要因は幾つかの点で異なる」ことな

どを示唆した。 
キーワード：自己 IEO の評価、IEO 評価の差、社

会比較理論、人事考課、職務自律性、

職務多様性 
 

AAbbssttrraacctt    

The purpose of this study is to explore and insist the 
importance of perceived Individual Entrepreneurial 
Orientation （IEO） for others and perceived IEO 
discrepancies for oneself-others. In entrepreneurship 
research context, many studies focus on the influences 
of their own IEO of employees based on self-reported 
questionnaires. On the contrary, we try to insist the 
perceived IEO discrepancies for oneself to others based 
on social comparison theory.  For those aims, we 

conducted questionnaires for employees in one 
Japanese traditional manufacturing company.  We put 
our questionnaire data and the administrative data 
including the performance appraisal from the human 
resource section for our empirical studies.  As a result, 
we find that perceived IEO discrepancies are 
significantly related to job variety as the subjective 
variable for the job-design and the past performance 
appraisal as the objective variable.   The determinants 
of perceived IEO discrepancy are different from those 
of perceived IEO in some respects.   
Key words：  IEO discrepancies for Oneself-Others, 

Social Comparison Theory, Performance 
Appraisal, Job Autonomy, Job Variety 

 

11  問問題題意意識識とと本本論論文文のの貢貢献献  

本論文では、自己の個人的企業家志向性（自己

IEO：Individual Entrepreneurial Orientation）の評

価に加え、本論文独自のアイデアである自己と他者

の IEO に関する評価の差（以下、IEO 評価の差）

の二つの決定要因を分析し、比較する。その際、本

論文独自の説明変数として、先行研究では用いられ

てこなかった「人事考課の評価点数」を分析モデル

に組み込んだ。その上で、当該実証分析/ケースス

タディから「自己 IEO の評価と IEO 評価の差の決

定要因は幾つかの点で異なること」、「過去の人事考

課の評価点数を知ることが、自己 IEO の評価と

IEO 評価の差の決定要因になること」を示唆する。 
企業経営の要諦の一つにコーポレート・アントレ

プレナーシップがある。コーポレート・アントレプ

レナーシップとは、既存企業が、新規顧客開拓、新

市場参入や新製品開発などから新事業創造を成し遂

げたり、戦略的再生などの組織変革を実現したりす

る一連のプロセスを示した言葉である（Guth and 
Ginsberg,1990）。コーポレート・アントレプレナー

シップは企業の経営成績や事業成長の基盤であり



6600   VENTURE REVIEW No.41 March 2023 

（Zahra,1991）、一国の経済成長の源泉としても捉

えることができる。そのため、コーポレート・アン

トレプレナーシップは個々の企業経営の観点からだ

けでなく、産業政策の観点からも重要性が指摘され

てきた。2013 年に制定された産業競争力強化法で

も、企業の新事業創造や組織変革の重要性が喧伝さ

れている。加えて、産業競争力強化法は大企業だけ

でなく、中小企業やスタートアップスも対象にして

いる。これは企業規模や企業年齢によらず、中小企

業やスタートアップスにおいても、コーポレート・

アントレプレナーシップが経営上の要諦であると認

識されていることを示唆している。中小企業白書

2017年版では、「第 2部 中小企業のライフサイク

ル」の中で、中小企業の新事業創造が企業成長と関

連付けながら論じられている。また、中小企業白書

2019 年版では、「中小企業・小規模企業経営者に期

待される自己変革」という題目の中で、中小企業に

おける経営環境の変化に対応した新事業創造の重要

性が事例とともに記述されている。コーポレート・

アントレプレナーシップのあり方は日本の産業政策

における業界・企業横断的なテーマになっていると

言える。 
近年のコーポレート・アントレプレナーシップ研

究では組織レベルだけではなく、企業の構成要素と

しての従業員レベルの企業家活動（EEB：

Employee Entrepreneurial Behaviors）にも焦点が当

てられるようになっている。そして、EEB の駆動

力として提唱された概念が IEO である。IEO は後

述するEOと同じように、リスク志向性、革新性、

先駆的・能動的な行動姿勢の三つのサブ要素から構

築されている。企業経営者は従業員の IEO を高め

ることで、彼我の EEB を惹起させることができる。

そして、従業員個々の EEB が積み重なることで、

コーポレート・アントレプレナーシップが発露し、

企業成長が生じることになる。 
それでは、企業経営者は IEO をどうすれば高め

ることができるのだろうか。言葉を変えれば、IEO
の決定要因とは何なのだろうか。これが本論文の第

一の問いになる。そして、第一の問いからは、

EEB の駆動力としての IEO をどのように測定すれ

ばよいのか、という第二の問いが導き出される。本

論文の問題意識はこの二つの問いから構成される。 
本論文では、上記の二つの問いに解答するため、

日本企業 A 社の従業員に対する WEB アンケート

を用いた質問紙調査のデータと人事考課の評価点数

など人事データを接続し、データセットを構築した。

さらに、先行研究における二つのリサーチ・ギャッ

プに着目しながら、仮説を設定した。先行研究では、

IEO は従業員に対する self-report の質問紙調査から

「自己がどれくらい IEO を有しているのか」とい

う自己 IEO の評価のみが測定され、分析に用いら

れてきた。これが第一のリサーチ・ギャップである。

このギャップを埋めるため、他者 IEO の評価と

IEO 評価の差という本論文独自の変数を提示する。

また、先行研究の多くは質問紙調査で得られた主観

的変数が、従業員の自己 IEO の評価に与える影響

の分析に留まっている。これが第二のリサーチ・ギ

ャップである。このギャップを埋めるため、客観的

変数である人事考課の評価点数を自己 IEO の評価

と IEO 評価の差の説明変数として用いる。人事考

課の評価点数を用いた先行研究は皆無である。 
そして、自己 IEO の評価と IEO 評価の差の決定

要因の推計結果を比較し、「自己 IEOの評価と IEO
評価の差の決定要因は幾つかの点で異なること」、

「過去の人事考課の評価点数は自己 IEO の評価と

IEO 評価の差の決定要因になること」の二つを示

唆した。以上が本論文の問題意識と貢献である。 
 

22  先先行行研研究究のの検検討討とと仮仮説説のの導導出出  

22..11  先先行行研研究究のの検検討討  

企業経営および産業政策の文脈における重要性を

反映して、コーポレート・アントレプレナーシップ

に着目した研究は枚挙にいとまがない。福嶋

（2019）では社内ベンチャーを対象にしながら、

1960 年代から今日に至るまでの企業の新事業創造

に関する国内外の先行研究のレビューを体系的に行

っている。その上で、1980 年代に「社内ベンチャ

ーを担う『人』についての研究」が生じたことを提

示している。より具体的には、Pinchot Ⅲ（1985）
や Sharma and Chrisman（1999）といった一連の

研究を紐解くことで、企業の新事業創造や組織変革

に関する研究とアントレプレナーシップ研究の結節

点が構築され、二つの概念が組み合わされたことを

指摘している。そして、これらの研究を契機として、

コーポレート・アントレプレナーシップという概念

が生み出されることになったと指摘している。既存

企業における新規顧客開拓や新市場参入、新製品開

発とその延長線上にある新事業創造や付帯する組織

変革といった経営行動が、アントレプレナーシップ
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の枠組みで捉えられるようになったとも言えるだろ

う。また、先行研究では、コーポレート・アントレ

プレナーシップを社内外におけるベンチャー創出を

意味するコーポレート・ベンチャリングと、組織や

ビジネスモデルの変革などを主に意味するストラテ

ジック・アントレプレナーシップの二つに区分して

いる（Covin and Kuratoko,2010）。 
コーポレート・アントレプレナーシップの枠組み

は中堅企業や大企業に当てはめられることが多い

（Kuratoko and Morris,2018）。しかし、実際にはス

タートアップ、中小企業、大企業など年齢や規模の

区別なく、既存企業の経営成績や事業成長とコーポ

レート・アントレプレナーシップには不可分の関係

があるとされている。例えば、Zahra and Covin
（1995）では、米国の中堅企業および大企業を対

象にして、7 年間のデータから、コーポレート・ア

ントレプレナーシップと経営成績の関係を明らかに

している。Ferreira（2010）では、ポルトガルの中

小製造企業の事業成長とコーポレート・アントレプ

レナーシップの程度を分析している。そして、これ

らの実証研究で、企業のコーポレート・アントレプ

レナーシップの駆動力に位置付けられた概念が、下

記に詳述する組織レベル（firm-level, De Jong et al., 
2015）の企業家志向性（EO：Entrepreneurial 
Orientation）である。 

Covin and Slevin（1989）や Lumpkin and Dess
（1996）、Lyon, Lumpukin and Dess（2000）は、企

業のコーポレート・アントレプレナーシップの駆動

力として、組織レベルのEOを構築・提唱し、発展

させた。海外のアントレプレナーシップ研究の領域

では、EO 研究の分厚い蓄積がなされている。日本

でも江島（2014）が緒をつけるかたちで、EO 研究

が勃興し、研究成果が蓄積され続けている。EO は

リスク志向性、革新性、先駆的・能動的な行動姿勢

の3つのサブ要素で構成されている。加えて、先行

研究では、企業におけるEOの高低と経営パフォー

マンスの高低の間に正の有意な相関関係が存在する

ことがおおよそ実証され、EO‐パフォーマンス・

モデルと銘打たれている（Andersén,2010）。こうし

た先行研究では、多くの場合、企業の経営陣を対象

にしたEOに関する質問紙調査が行われている。当

該調査は self-report が一般的であり、対象企業の代

表者が自社あるいは自身のリスク志向性、革新性、

先駆的・能動的な行動姿勢に関する複数の質問項目

に総体的かつ主観的に回答することになる。そして、

それらの回答をもとにして、各企業のEO得点が一

意に測定されている。 
一方、古典的経営学が示すように、企業とは組織

であり、組織はヒトの集合体である。先述した

Sharma and Crisman（1999）では、「独自に、ある

いは企業システムの一部として行動することで、新

たな組織を創造したり、既存の組織における再生や

革新を推進したりする個人や集団」がコーポレー

ト・アントレプレナーシップの源だとしている。言

い換えれば、企業のコーポレート・アントレプレナ

ーシップは個々の従業員のアントレプレナーシップ

が積み重なったものだと言える（Mustafa et 
al.,2018）。また、Jehn（1995）では、従業員の心理

的資質が個々人のアントレプレナーシップに結びつ

くことが示されている。そのため、コーポレート・

アントレプレナーシップはヒューマン・リソース・

マネジメントにも結び付くことになる（Montoro‐
Sánchez and Soriano,2011）。その結び付きには、ヒ

ューマン・リソース・マネジメントの一環として、

個々の従業員のアントレプレナーシップを制度的に

鼓舞すること、それらを積み重ねることで、自社の

コーポレート・アントレプレナーシップが向上する

というロジックが介在している。当該ロジックをバ

ックボーンとすることで、先述した EEB とその駆

動力としての IEO に着目する妥当性が生まれるこ

とになる。 
EEB と IEO を対象にした研究は国内外でいまだ

に少ない。数少ない研究の中で、Mustafa et al. 
（2018）は、EEB を「コーポレート・アントレプ

レナーシップ研究における主たる先行概念」と指摘

した。そして、EEB に関するリサーチ・フィール

ドを概観するために、21 本の国際ジャーナル掲載

論文のレビューを行った。当該システマティックレ

ビューでは、後述するDe Jong et al.（2015）の IEO
の測定尺度を含めるかたちで、EEB が先駆的・能

動的な行動姿勢、革新性、リスク志向性の統合概念

であることが示されている。加えて、EEB は従来

のコーポレート・アントレプレナーシップ研究と相

対させながら研究を進めるべき領域であることも提

示されている。また、Covin et al.（2020）は三つの

サブ要素がお互いに代替関係にあることを見出して

いる。 
先行研究を紐解けば、IEO に関する実証研究に

は二つの軸が存在すると言える。一つ目の軸は従業

員の IEO を測定し、その決定要因を解明すること
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を企図した研究である。組織レベルのEOの測定尺

度を援用するかたちで、IEO の測定尺度が構築さ

れ、その決定要因も研究対象になっているのである。

De Jong et al.（2015）は、組織レベルのEOのサブ

要素である先駆的・能動的な行動姿勢、革新性、リ

スク志向性は、従業員が個人として携わることにな

る「自社の事業機会や脅威の認識、既成概念に囚わ

れない新たなアイデアの創出や探索、企業内での新

たなアイデアの擁護や同僚への売り込み、それを現

実にするための努力、潜在的な損失のリスクを受け

止め、事業機会を追求するための前進」といった一

連の EEB が映し出されたものとした。さらに統合

概念としての IEO を提示し、オランダのコンサル

タント企業の従業員を対象にした質問紙調査を行っ

た。そして、ジョブ・デザインを説明変数とし、年

齢や勤務年数、職種、性別といったコントロール変

数を用いた上で、被説明変数としての IEO の決定

要因分析を行った。 
De Jong et al.（2015） 以外にも一つ目の軸に関す

る研究は幾つか存在する。例えば、Pearce Ⅱ et al.
（1997）では、ある米国企業の管理職 833 人の

IEO に類似した志向性を測定している。そして、

組織のお役所仕事を打ち破る能力、戦略的ビジョン、

精力的な労働環境の創造、変化性向を説明変数とし

た分析モデルを構築している。Zampetakis and 
Moustakis（2007）では、ギリシャの地方公務員を

対象にして、個人属性と職務属性をコントロール変

数としながら、上述した戦略的ビジョン、精力的な

労働環境、変化性向を IEO の決定要因としたモデ

ルを構築している。 
二つ目の軸は、組織レベルの EO 研究における

EO-パフォーマンス・モデルのように、従業員の

IEO、行動、心理、成果の関係性を分析する研究で

ある。当該研究は一つ目の軸の研究成果の延長線上

にあると言える。Ritala et al.（2021）は北欧の製造

企業の従業員 166 人を対象にして、IEO の三要素

としての先駆的・能動的な行動姿勢、革新性、リス

ク志向性と企業全体のデジタル化に関する各人のパ

フォーマンスの関係を計量的に実証分析している。

そこでは、学歴や役職、経験年数といった属性をコ

ントロール変数にした上で、IEO の三つのサブ要

素が従業員のパフォーマンスに有意な正の影響を及

ぼしていることが実証されている。また、

Hernandez（2019）では、スペインの中小企業を対

象にして、IEO の枠組みを用いながら、インター

ナショナル・ニューベンチャーと EEB の関係にケ

ーススタディから接近している。その結果、IEO
がインターナショナル・ニューベンチャーの出現要

素の一つになっていると結論付けている。 
 

22..22  リリササーーチチ・・ギギャャッッププとと仮仮説説のの導導出出①①  

：：IIEEOO評評価価のの差差  

先述したように、国内の先行研究では、IEO と

いう概念・語句を用いた研究はほとんどなされてい

ないのが現状である。よって、本論文ではまず一つ

目の軸、すなわち、IEO の決定要因に焦点を当て

ることにする。そして、先行研究における二つのリ

サーチ・ギャップを提示しながら、検証すべき仮説

を設定する。一つ目のリサーチ・ギャップは、IEO
の決定要因を分析するに際し、多くの場合、自己

IEO の評価だけが考慮の対象になってきたことで

ある。EEB に関する先行研究では、従業員による

“自己にどれくらい IEO があると主観的に評価し

ているのか”という自己 IEO の評価のみに焦点が

当てられてきた。しかし、「社会比較理論

（Festinger,1954）」ではヒトの評価に関して、以下

のような説明がなされている。社会比較理論では、

ヒトは自己と他者を主観的に評価し、比較する。こ

れを社会比較（Social Comparison）と呼ぶ。そして、

組織の構成員が有する自己と他者の評価のズレある

いは差は、組織における諸事象と相互関係にある

（Suls, Collins and Wheeler,2019）。また、そうした

傾向は日本を始めとする東アジアの国・地域でより

強い（Markus and Kitayama,1991）。これは、東ア

ジアの国・地域では、自己と他者は根本的に結びつ

いているという「相互依存的理解」の下で、自己を

理解する傾向が強くなるからである（木内, 2005）。
本論文では社会比較理論を IEO 研究に援用するこ

とで、対象者が“周囲の同僚・他者にどれくらい

IEO があると主観的に評価しているのか”という

「他者 IEO の評価」を先行研究のリサーチ・ギャ

ップを埋めるためのアイデアとして提示する。言葉

を変えれば、他者 IEO の評価は既存の IEO 研究に

対して、本論文が独自に提示する概念となる。 
なお、コーポレート・アントレプレナーシップの

発露により、戦略的再生（strategic renewal）や組

織的再生（organizational renewal）といった「変

化」に関する経営事象が生じることになる

（Sharma and Chrisman,1999）。例えば、Croonen 
et al.（2016）では、オランダのフランチャイジー
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を対象にして、コーポレート・アントレプレナーシ

ップの一環としての戦略的再生に関する分析を行っ

ている。言い換えれば、コーポレート・アントレプ

レナーシップには、企業の変化性向（Change 
Orientation）が付帯していると表現することもでき

るだろう。そのため、Pearce Ⅱ et al.（1997）や

Zampetakis and Moustakis（2007）では組織の従業

員の変化性向を IEO に重なり合う概念として用い

ている。 
これらの研究に先行して、高橋（1993）では

「ぬるま湯理論」と銘打ち、1987年から 1991年の

5年間に日本企業44社の従業員述べ4,194人を対象

にしたヒトと組織の変化性向に関する研究を行って

いる。そこでは、従業員自身の変化性向の程度を

「体温」として、5 つの質問項目から測定している。

また、組織あるいは職場の変化性向の程度を「シス

テム温」として、同じように5つの質問項目から測

定している。そして、システム温の点数から体温の

点数を引いたものを「体感温度」とした。本論文で

は高橋（1993）を援用し、自己 IEO の評価を体温

に、他者 IEO の評価はシステム温に類似するもの

と考え、自己 IEO 評価と他者 IEO 評価の差を、体

感温度に重なるものとした。ただし、高橋

（1993）が主に着目したのは組織である。一方、

本論文は個々の従業員の EEB により着目している。

そのため、高橋（1993）とは減数と被減数を逆に

して、自己 IEO の評価から他者 IEO の評価の差分

をとることで、IEO 評価の差として、変数化し、

分析モデルに用いる。 
なお、先述した De Jong et al.（2015）は、ジョ

ブ・デザインとして、職務自律性  （ Job 
Autonomy）と職務多様性（Job Variety）の二つを

用いている。職務自律性とは、「従業員が自己の職

務に関して、どのくらい自由かつ主体的な裁量権を

有しているか」を示す変数になる。職務自律性が高

まると、仕事に関するより多くの成功体験や自己有

効感が従業員にもたらされ、自身の能力をより高く

認知し、企業家的行動に携わる意欲が高まるとされ

る。また、職務多様性とは「従業員が自己の職務に

関して、どのくらい多様な活動を行っているか」を

示す変数になる。職務多様性が高まれば、仕事に関

するより多様な機会やアイデアが従業員にもたらさ

れ、それらを実行するに足る能力や人脈も備わるよ

うになる。これらのロジックを基に、職務自律性/
職務多様性が高まれば、IEO が高まるという二つ

の仮説が提示されている。 
なお、職務自律性と職務多様性は、企業内の他者

との関わりの中で、その高低を認知されるものだと

言える。そのため、本論文の問題意識と整合的であ

る。よって、De Jong et al.（2015）の職務自律性と

職務多様性の議論と仮説を、自己 IEO の評価と

IEO 評価の差に接続し、以下の四つの仮説を提示

する。 
 
仮説1.  職務自律性が高まれば、自己 IEOの評価

が高まる 
仮説2. 職務自律性が高まれば、IEO 評価の差が

大きくなる 
仮説3.  職務多様性が高まれば、自己 IEOの評価

が高まる 
仮説4. 職務多様性が高まれば、IEO 評価の差が

大きくなる 
 

22..33  リリササーーチチ・・ギギャャッッププとと仮仮説説のの導導出出②②：：人人事事考考課課  

先行研究では、人事考課が自己 IEO の評価およ

び IEO 評価の差に影響を与えることが示唆されて

いる。人事考課とは「従業員一人一人の日常の職務

行動を通して、各人の職務遂行度や業績、能力を細

かに分析、評価したもの」である（寺畑,2001）。人

事考課は企業における従業員の報酬システムとして

も捉えられる。Zampetakis and Moustakis（2010）
は、報酬システムがコーポレート・アントレプレナ

ーシップの発露にクリティカルな影響を与える最も

重要な要素であると指摘している。また、Mustafa 
et al.（2018）のレビュー研究では、企業における

ジョブ・デザインや報酬システムが「企業家的な組

織風土」を醸造し、従業員の自己効力感や心理的な

オーナーシップ、感情的知性が向上することで、

IEO がより高く発露されると描写されている。従

業員は人事考課の評価点が高ければ企業から評価さ

れていると捉え、評価点が低ければ評価されていな

いと考えるようになる。そして、企業からの高い評

価は従業員の自己有効感の高まりにつながるし（水

野, 2021）、個人の自己有効感が高まれば、IEOも高

まることになる。実際、本論文の事例企業 A 社も

人事考課の点数に連動する賞与を、個々の従業員の

仕事のインセンティブ付けに用いてきた。しかし、

先行研究では、IEO の決定要因として、人事考課

の評価点数は用いられてこなかった。これが二つ目

のリサーチ・ギャップである。このギャップを埋め
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るため、本論文では以下の仮説を設定する。その上

で、人事考課の評価点数を説明変数として、分析モ

デルに用いる。 
 
仮説 5. 過去の人事考課の評価点数が高くなれば、

自己 IEOの評価が高まる 
仮説 6. 過去の人事考課の評価点数が高くなれば、

IEO評価の差が大きくなる 
 

33  方方法法  

以下に本論文の方法を提示する。本論文の研究対

象として、日本企業 A 社のみを設定した。これは

人事考課が各企業固有の制度であり、人事考課の評

価点数を企業の境界を跨いで、評価することは困難

だからである。同社に関しては、企業情報保護のた

め、匿名化を図っている。A 社の従業員数はおよそ

1,000 人、東証上場のファミリービジネスである。

そして、「年功序列」、「終身雇用」を経営上の特徴

とし、顧客は全て国内企業のため、伝統的な日本企

業と説明することができる。よって、高橋

（1993）の研究対象になった 1980 年代後半から

1990 年代初めの日本企業と近しいかたちでの経営

を行っていると推察できる。また、ビジネス用のワ

ンアイテムの製造・販売が事業の大半を占めていて、

当該アイテム市場では、国内随一のガリバー企業で

もある。そのため、従業員が相互の職務に通じてい

るという特徴も有する。よって、Markus and 
Kitayama（1991）や木内（2005）が提示したよう

な従業員同士の相互依存も介在していると考えられ

る。 
本論文では A 社の従業員の内、特に営業系社員

を対象とする。営業系社員は企業内では、最も顧客

および市場に近しい存在である。先行研究では、

“Entrepreneurial salespeople”といった言葉が提示

された上で、アントレプレナーシップ研究の文脈か

ら、営業系社員の職務満足度が分析されたりしてい

る（Kwak et al.,2019）。以上より、本論文の問題意

識と照らし合わせた場合、A 社の営業系社員に焦点

を当てることは妥当性があると考えられる。以下に、

本研究における調査対象者、調査時期、手続きを提

示する。 
 

調調査査対対象象者者  
日本企業 A 社の営業系正社員 233 人を対象に実

施し、回答者は 217 人に上った。回収率は 93.13%
であり、これは A 社内で、専用のパソコンを有す

る営業系正社員のおおよそ全員である。 
 

調調査査時時期期  
2019年9～10月 

  
手手続続きき  

A社人事課を介し、匿名の WEBアンケートによ

る質問紙調査（以下、WEBアンケート）を A社営

業系社員全員に行った。同時に、人事課より、年齢、

勤続年数、過去・現在の所属部門、人事考課の評価

点数といった人事データが匿名で供与された。A 社

により、WEB アンケートと人事データには共通す

る ID が付与されている。この ID を用いて、WEB
アンケートと人事データの接続が可能になっている。

A社担当者を通じて、対象者全員に当該 WEBアン

ケートと人事データの学術研究利用の許諾を得てい

る。また、本研究は東洋大学大学院 経営学研究科

の倫理審査の承認を遡及的に受けている（承認番号 
2021－1E）。 

 
質質問問項項目目  
本研究では，以下の項目を分析に用いる。一つ目

は IEO である。IEO の測定尺度は De Jong et al.
（2015）の質問項目に則っている。当該尺度によ

り、自己 IEO の評価と他者 IEO の評価を測定して

いる。自己 IEO の評価に関しては、まず、リスク

志向性，革新性，先駆的・能動的な行動姿勢に関し

て、各々3 項目、合計 9 項目を「強い否定」から

「強い賛成」の6件法にて，自己評価を尋ねた。質

問項目の例として、「私は仕事の中で『リスクをあ

えて取ろう』としている」、「私は物事が悪い方向に

向かっていたとしても、大きな成果を出そうとして、

賭けにでる」、「私は例え、周囲が困惑したとしても、

まず行動し、その後に了承を得る」が挙げられる。 
他者 IEO の評価に関しても同様である、自己

IEO の評価と同じ尺度を用いて，リスク志向性，

革新性，先駆的・能動的な行動姿勢を各3項目合計

9項目の「強い否定」から「強い賛成」の 6件法に

て、自部門の周囲の他者について評価を求めた。質

問項目の例として、「自部門の周囲の社員は仕事の

中で『リスクをあえて取ろう』としている」、「自部

門の周囲の社員は物事が悪い方向に向かっていたと

しても、大きな成果を出そうとして、賭けにでる」、
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「自部門の周囲の社員は例え、周囲が困惑したとし

ても、まず行動し、その後に了承を得る」が挙げら

れる。 
以上を踏まえ、双方ともに各9項目の平均値を自

己/他者 IEO の評価の得点としている。当該質問項

目に関しては、全て英日のバック・トランスレーシ

ョンを行っている。 
そして、自己 IEO の評価と他者 IEO の評価を測

定した上で、IEO 評価の差を導出している。IEO
評価の差とは、自己 IEO の評価の得点（被減数）

から、他者 IEO の評価（減数）の得点を差し引い

た値のことである。IEO 評価の差の得点が負の場

合は，自己よりも他者の方が IEO 評価の得点が高

いということになる。言葉を変えれば、当該人物が

「職場において、自分は周囲の同僚よりも IEO が

低い」と主観的に評価している状況を示している。

その反対に，IEO 評価の差の得点が正の場合，自

己よりも他者の方が、IEO 得点が低いと評価して

いることが意味される。これは、当該人物が「職場

において、自分は周囲の同僚よりも IEO が高い」

と主観的に評価している状況を示している。 
二つ目として、De Jong et al.（2015）に則り、ジ

ョブ・デザインに関する主観的変数として、職務自

律性と職務多様性を用いる。当該質問項目に関して

も、各 3々 項目を「強い否定」から「強い賛成」の

6 件法にて、訪ねている。質問項目は前者が「私の

仕事には遂行するにあたって、自分でイニシアチブ

をとったり、裁量を振るう機会がある」、「私の仕事

では自分自身で決断をすることが許されている」、

「私の仕事では決断するにあたって、自主性が促さ

れている」である。後者は「私の仕事には多種多様

な任務が含まれている」、「私の仕事には幅広い責任

が関わっている」、「私の仕事ではたくさんいろいろ

なことをする必要がある」になる。これらに関して

も、英日のバック・トランスレーションを行ってい

る。 
三つ目は人事考課の評価点数である。A社では人

事考課の評価点数をもとに賞与の額が決定される。

そのため、従業員は賞与の多寡により、自身の人事

考課の評価点数の高低を知ることになる。本 WEB
アンケート調査は 2019 年 9～10 月に実施している

が、2018年度上期、2018年度下期、2019年度上期

の人事考課の評価点数を説明変数とする。A 社はお

よそ2ヶ月かけて、従業員にヒアリングを行い、人

事考課の評価点数を定める。そして、その半年後に

賞与を支給する。よって、調査時点で、従業員は

2018 年度上期の評価点数を把握していた。しかし、

2018 年度下期、2019 年度上期の評価点数は把握し

ていなかった。そのため、推計結果の比較から、そ

れぞれの人事考課の評価点数に関して、従業員が知

っていたか、知らなかったかを識別できる。そして、

その差異が自己 IEO の評価あるいは IEO 評価の差

に与える影響を観測できることになる。 
最後はコントロール変数である。人事データから、

女性ダミー（女性=1/男性＝0），勤続年数，営業職

ダミーを生成した。これは対象となる従業員の職種

はバックヤードと外勤営業、その他に大別されるか

らである。また、勤続年数は二乗項も用いる。 
 

44  分分析析結結果果とと解解釈釈  

前節で提示した WEBアンケートと人事データか

ら得られた変数の基本統計量は表1に提示している。

表 2 に、各尺度の信頼性を測定するための

Cronbach's αも提示している。自己 IEO の評価は、

Cronbach's α＝0.901、他者 IEO の評価は、

Cronbach's α＝0.885 で、信頼性は非常に高い。ま

た、職務自律性は Cronbach's α＝0.873、職務多様

性は Cronbach's α＝0.834で、これらの信頼性も非

常に良好であると言える。さらに、表2では、自己

IEO の評価、他者 IEO の評価、IEO 評価の差、職

務自律性、職務多様性の相関行列と統計的有意性を

示した。ここでは、自己 IEO の評価と他者 IEO の

評価、自己 IEOの評価と IEO評価の差、他者 IEO
の評価と IEO 評価の差のそれぞれが、1%水準で有

意な相関関係にあることが示されている。 
表 3 から表 8 では、自己 IEO の評価および IEO

評価の差を被説明変数とした分析モデルの推計結果

を示している 1)。サンプルには再雇用の従業員も含

まれ、それらの従業員は人事考課の評価点数が0点
になっている。本論文の問題意識に則り、ここでは

そうした従業員をサンプルから除外して、推計した。

両モデルともに、2018 年度上期、2018 年度下期、

2019 年度上期の人事評価点数をそれぞれ変数とし

た三パターンの推計結果を示している。 
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1.000

0.360 1.000
***

0.587 -0.545 1.000
*** ***

0.377 0.197 0.168 1.000
*** *** ***

0.296 0.068 0.207 0.555 1.000
*** *** ***

他者IEOの評価 IEO評価の差 職務⾃律性 職務多様性Cronbach's α

0.901⾃⼰IEOの評価

他者IEOの評価

IEO評価の差

職務⾃律性

職務多様性

⾃⼰IEOの評価

0.885

―

0.873

0.834

表1 基本統計量 

  

OBS Mean Min Max

⾃⼰IEOの評価 217 2.885 1 6

IEO評価の差 217 0.032 -3 4

勤続年数 244 17.254 1 42

営業職ダミー 217 0.429 0 1

⼥性ダミー 272 0.415 0 1

職務⾃律性 217 3.968 1 6

職務多様性 217 4.535 2 6

2018年度上期評価点数 229 47.189 0 75

2018年度下期評価点数 229 51.246 0 76

2019年度上期評価点数 224 53.054 0 74.5
  

  

  

表2 相関行列とCronbach's α（観測数217） 

 

 
 
表3から表8で示した推計結果からは以下が示さ

れている。まず、勤続年数は自己 IEO の評価およ

び IEO 評価の差に対し、逆 U 字の関係にあること

が示唆されている。これは勤続年数が長くなると自

己 IEO の評価は高くなり、IEO 評価の差は大きく

なるということである。しかし、勤続年数がある程

度まで長くなると、それ以降は自己 IEO の評価は

低くなり、IEO評価の差も小さくなる。実際、A社

では組織風土改善の文脈で、40 代の営業系社員の

活性化が課題になっていた。 
また、営業職ダミーは自己 IEO の評価には有意

な影響はないが、自己 IEO 評価の差には負の有意

な影響を与えている。すなわち、営業職はそれ以外 

 
 

*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 
 

の従業員と比べて、他者 IEO を低く評価している

と言える。さらに女性ダミーを見ると、自己 IEO
の評価にも、IEO 評価の差にも負の有意な影響が

頑健的に生じている。これは、女性従業員は男性従

業員と比較して、有意に自己 IEO の評価が低く、

IEO 評価の差も小さいことを示している。実際、A 
社では 2019 年当時、女性管理職が少なく、女性従

業員にとってのロール・モデルが不在だった。その

ため、女性従業員の活性化が課題になっていた。次

にDe Jong et al.（2015）で用いられた主観変数であ

る職務自律性と職務多様性について見ていく。 
推計結果からは職務自律性は自己 IEO の評価に

正の有意な影響を及ぼしているが、IEO評価の差 
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表3 自己IEOの評価の決定要因 

：2018年度上期評価点数 

  

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） 0.071 0.94 0.350 2.231 2.83 0.005 ***
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.422 -2.67 0.008 ***

営業職ダミー 0.123 0.87 0.384 0.141 1.04 0.298
⼥性ダミー -0.292 -2.01 0.046 ** -0.313 -2.19 0.030 **

職務⾃律性 0.146 1.97 0.050 * 0.149 2.10 0.037 **
職務多様性 0.128 1.65 0.101 0.096 1.28 0.201

1.849 3.05 0.003 *** 1.579 2.47 0.014 **

定数項 -5.819 -2.35 0.020 *** -7.118 -2.64 0.009 ***
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 167 167

⾃⼰IEOの評価

2018年度上期評価点数
（対数）

9.190 8.400
0.213 0.246

 
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 

 
表4 自己IEOの評価の決定要因 

：2018年度下期評価点数 

  

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） 0.032 0.45 0.657 2.030 2.49 0.014 **
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.397 -2.42 0.017 **

営業職ダミー 0.051 0.37 0.714 0.085 0.64 0.523
⼥性ダミー -0.352 -2.46 0.015 ** -0.353 -2.53 0.012 **

職務⾃律性 0.133 1.71 0.089 * 0.138 1.85 0.067 *
職務多様性 0.132 1.53 0.129 0.105 1.24 0.216

1.117 1.33 0.185 0.710 0.8 0.422

定数項 -2.619 -0.76 0.448 -3.143 -0.89 0.374
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 181 181

⾃⼰IEOの評価

2018年度下期評価点数
（対数）

8.110 7.460
0.194 0.222

  
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 

 
表5 自己IEOの評価の決定要因 

：2019年度上期評価点数 

  

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） 0.011 0.17 0.867 2.068 2.60 0.010 ***
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.410 -2.55 0.012 **

営業職ダミー 0.054 0.38 0.701 0.093 0.69 0.489
⼥性ダミー -0.364 -2.66 0.009 *** -0.379 -2.82 0.005 ***

職務⾃律性 0.163 2.15 0.033 ** 0.164 2.26 0.025 **
職務多様性 0.148 1.78 0.077 * 0.119 1.47 0.145

-0.090 -0.10 0.922 -0.368 -0.38 0.701

定数項 2.184 0.58 0.560 1.096 0.28 0.776
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 188 188

⾃⼰IEOの評価

2019年度上期評価点数
（対数）

9.390 8.620
0.217 0.247

 
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 

 
  

  

  

表6 IEO評価の差の決定要因 

：2018年度上期評価点数 

  

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） -0.019 -0.20 0.840 2.783 2.96 0.004 ***
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.548 -2.88 0.005 ***

営業職ダミー -0.311 -1.86 0.065 * -0.287 -1.80 0.073 *
⼥性ダミー -0.810 -4.96 0.000 ** -0.837 -5.11 0.000 **

職務⾃律性 0.000 0.00 0.999 0.004 0.05 0.961
職務多様性 0.245 2.92 0.004 *** 0.203 2.44 0.016 **

2.013 2.93 0.004 *** 1.663 2.44 0.016 **

定数項 -8.671 -3.11 0.002 *** -10.355 -3.33 0.001 ***
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 167 167

IEO評価の差

2018年度上期評価点数
（対数）

8.010 7.060
0.236 0.277

 
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 

 
表7 IEO評価の差の決定要因 

：2018年度下期評価点数 

 

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） 0.029 0.35 0.728 2.910 3.05 0.003 ***
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.572 -2.94 0.004 ***

営業職ダミー -0.280 -1.82 0.071 * -0.231 -1.61 0.110
⼥性ダミー -0.692 -4.62 0.000 *** -0.693 -4.72 0.000 ***

職務⾃律性 -0.007 -0.09 0.930 -0.001 -0.01 0.993
職務多様性 0.247 3.01 0.003 *** 0.207 2.62 0.010 **

1.178 1.5 0.136 0.591 0.75 0.455

定数項 -5.434 -1.69 0.092 * -6.189 -1.91 0.057 *
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 181 181

IEO評価の差

2018年度下期評価点数
（対数）

8.490 7.640
0.217 0.261

 
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 

 
表8 IEO評価の差の決定要因 

：2019年度上期評価点数 

  

β t-value p-value β t-value p-value

勤続年数（対数） 0.049 0.61 0.542 3.130 3.41 0.001 ***
勤続年数（対数）⼆乗項 -0.613 -3.29 0.001 ***

営業職ダミー -0.274 -1.75 0.082 * -0.215 -1.48 0.140
⼥性ダミー -0.612 -4.19 0.000 *** -0.634 -4.40 0.000 ***

職務⾃律性 -0.007 -0.08 0.932 -0.005 -0.07 0.945
職務多様性 0.272 3.44 0.001 *** 0.228 2.98 0.003 ***

-0.271 -0.27 0.788 -0.687 -0.69 0.493

定数項 0.297 0.07 0.942 -1.332 -0.31 0.754
F-Value *** ***
Adj-R2

OBS 188 188

IEO評価の差

2019年度上期評価点数
（対数）

7.530 7.050
0.205 0.258

 
*** p＜0.01、**p＜0.05、*p＜0.10 
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は有意な影響を有していないことが示されている。

対照的に、職務多様性は IEO 評価の差に、正の有

意な影響を頑健的に与えていることがわかる。ただ

し、自己 IEO の評価には有意な影響を与えていな

い。これは「自己の職務が自律的である」と認知す

る従業員は、自己 IEO も他者 IEO も同様に高く評

価する傾向があり、「自己の職務が多様である」と

認知する従業員は、職場において、自己 IEO を高

く評価するのではなく、他者 IEO を低く評価する

傾向があることを示唆している。 
最後に、人事考課の評価点数である。2018 年度

上期の人事考課の評価点数は自己 IEO の評価およ

び IEO 評価の差に、正の有意な影響を与えている。

加えて、2018 年度下期、2019 年度上期の人事考課

の評価点数は自己 IEO の評価に対しても、IEO 評

価の差に対しても有意な影響を有していない。 
表 9 では仮説 1～6 の係数の符号と表 3～表 8 の

推計結果の有意な係数の符号を一覧にしている。そ

の上で、仮説検証の結果は以下のようになった。仮

説1は支持され、仮説2は支持されなかった。仮説

3は支持されなかったが、仮説 4は支持された。仮

説 5 と仮説 6 に関しては、2018 年度上期の人事考

課の評価点数の場合のみ、支持された。 
本論文の問題意識に則ると、上記の分析結果は以

下のように解釈できる。まず、自己 IEO と IEO 評

価の差の決定要因の相違である。自己 IEO の評価

と IEO 評価の差は異なる意味合いを有する変数で

ある。ヒトは組織の中で、何らかの事象に相対した

際、必ずしも自己評価を修正するわけではない。自

己評価を修正する代わりに、他者評価を修正するこ

ともある。ヒトのこうした意思決定と行動を反映し

たものが IEO 評価の差である。そして、仮説 1～4
に関する推計結果からは、職務自律性は自己 IEO
の評価にのみ有意な正の影響を与えている。一方、

職務多様性は IEO 評価の差のみに有意な正の影響

を与えている。前者は、De Jong et al.（2015）の推

計結果と整合的である。ただし、 De Jong et al.
（2015）では後者の職務多様性と IEO の間に有意

な関係を見出していない。よって、ジョブ・デザイ

ンとしての職務多様性が IEO 評価の差に正の有意

な影響を与えることを見出したのは、本論文の独自

の発見だと言える。同様に、営業職ダミーも、IEO
評価の差のみに負の有意な影響を与えている。その

ため、少なくとも A 社の営業系社員は、自己 IEO
の評価とは異なる幾つかの要因から、自己と他者の  

表9 仮説と推計結果の係数の符号:まとめ 

仮説

勤続年数

営業職ダミー

⼥性ダミー

職務⾃律性 ＋ + 仮説1⽀持

職務多様性 ＋ + 仮説4⽀持

2018年度上期評価点数 ＋ + 仮説5⽀持 + 仮説6⽀持

2018年度下期評価点数 ＋
2019年度上期評価点数 ＋

⾮有意

⾮有意

逆U字

IEO評価の差

−
−

⾮有意

⾮有意

⾮有意

−
コントロール変数

⾃⼰IEOの評価

逆U字

⾮有意

⾮有意

 
 
IEO評価を組み合わせていることが示唆される。 
人事考課の評価点数に関しては、以下のように解

釈できる。WEB アンケートは 2019 年 9～10 月に

実施している。個々の従業員に対するヒアリングも

実施され、2018 年度下期の人事考課の評価点数は

確定していた。しかし、当該評価点数をもとにした

賞与は支給されていなかった。2019 年度上期の人

事考課の評価は進行中だった。そして、2018 年度

下期、2019 年度上期の人事考課の評価点数と自己

IEO の評価や IEO 評価の差との間には有意な関係

を見出せなかった。自己 IEO の評価や IEO 評価の

差に正の有意な影響を与えていたのは、2018 年度

上期の人事考課の評価点数だけである。そこに介在

するのは従業員が賞与の多寡から人事考課の評価点

数を知り、その影響が自己 IEO の評価や IEO 評価

の差に生じるというロジックである。言い換えれば、

当該情報を知らなければ、人事考課の評価点数の有

意な影響は生じないということでもある。  

また、人事考課の評価点数は自己 IEO の評価だ

けでなく、IEO 評価の差にも正の有意な影響を与

えている。従業員は人事考課の評価点数と企業の自

己に対する評価が良いものだとわかれば、自己

IEO の評価を高くする。しかし、他者 IEO を高く

評価することはしないし、低くすることにつなげた

りするのだとも言える。人事考課の評価点数からも、

EEB に関連して、IEO 評価の差を測定する意義が

示唆される。 
 

55  結結論論とと残残さされれたた課課題題  

本論文では「IEO をどうすれば高めることがで

きるのだろうか」、「IEO の決定要因とは何なのだ

ろうか」、「EEB の駆動力としての IEO をどのよう

に測定すればよいのか」という一連の問いを設定し
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た。これらの問いに解答するために、IEO に関す

る研究成果を紐解き、社会比較理論やぬるま湯理論

の成果を重ねながら、先行研究のリサーチ・ギャッ

プを見出した。そして、自己 IEO の評価に加え、

IEO 評価の差という新たな変数を提示し、6 つの仮

説を提示した。言葉を変えれば、IEO 研究と社会

比較理論の結節点を見出したとも言える。そして、

日本企業 A 社の営業系社員をリサーチサイトに設

定した。さらに、自己 IEO、他者 IEO、職務自律

性、職務多様性に関する WEBアンケートを行い、

人事考課の評価点数を始めとする人事データと接続

することで、固有のデータセットを構築した。その

上で、自己 IEO の評価と IEO 評価の差の決定要因

を推計し、比較分析した。結果として、主観変数で

ある職務多様性は、自己 IEO の評価ではなく、

IEO 評価の差と有意な相関関係を有していた。ま

た、職務自律性の影響は自己 IEO の評価にのみ有

意だった。客観変数である過去の人事考課の評価点

数も IEO 評価の差に対し、有意な正の影響を与え

ていた。従業員は人事考課の評価点数を賞与の多寡

から知ることで、IEO 評価の差に影響が生じてい

ることも示唆されている。 
従業員は職場において、相互に依存している。コ

ーポレート・アントレプレナーシップに関しても同

様で、本論文の分析からは、従業員は「自己と比べ

て、他者はどのくらいの IEO を有しているのか」、

「他者と比べて、自己はどのくらいの IEO を有し

ているのか」といった社会比較を繰り返しながら、

意思決定と行動を行っていると考えられる。ここに

冒頭の問いに対する解答が生じるのである。 
なお、企業経営者が従業員の職務自律性や職務多

様性を高めることで、EEB を惹起させようと考え

たとする。表2から表8の推計結果からは、職務自

律性は従業員の自己 IEO の評価と他者 IEO の評価

を有意に高める。そのため、職務自律性が高まって

も、IEO 評価の差が有意に大きくなることはない。

一方、従業員は自己の職務多様性を高いと認知する

と、自己 IEO の評価を高くする。ところが、職務

多様性は他者 IEO の評価を高くすることはないた

め、IEO評価の差が大きくなる。 
高橋（1993）のぬるま湯理論からは職務満足に

関して、以下の三つの知見が示されている。すなわ

ち、「従業員の体温の高さは職務満足の高さに正の

有意な影響を与えること」、「従業員は自身の体温と

組織のシステム温の双方を高く認知することで、よ

り高い職務満足を感じること」、「体温とシステム温

が乖離すれば、自己と組織の『つり合い』がとれな

くなり、職務不満足と組織からの退出願望が生じる

こと」である。従業員の IEO 評価の差が大きくな

れば、上記と同様に職務不満足や退出願望が生じ、

EEBも抑制されると考えられる。 
以上より、実務上のインプリケーションとして、

以下の三点を提示する。第一に、企業経営者は職務

自律性と職務多様性を同時に高めながら、EEB を

鼓舞し、従業員が自己 IEO の評価と他者 IEO の評

価のつり合いをとれるようにすべきである。第二に、

人事考課の評価点数は、従業員に明示されなければ

自己 IEO の評価には影響を与えない。高橋

（1993）の理論的含意より、自己 IEO の評価が高

まれば、従業員の職務満足も高まると考えられる。

反対に、自己 IEO の評価が低くなれば、彼我の職

務満足は低くなるだろう。そのため、まず、企業経

営者は賞与などと連動させながら、従業員に人事考

課の点数を明示する必要がある。その際は、上司に

よるフィードバック面接などから、従業員が自身の

評価点数に対する「納得感」（吉田、2016）を得ら

れるようにすべきである。すなわち、評価点数の高

い従業員に自己 IEO の評価を高める機会を提供し

ながら、評価点数の低い従業員が自己 IEO の評価

を過度に低める事態を回避することが重要になる。

また、納得感により、従業員の IEO 評価の差が過

度に大きくなることを抑制できるとも考えられる。 
第三に、従業員が IEO 評価の差を過度に大きく

して、職務不満足や退出願望が発生しないように、

組織全体の企業家的風土を高める施策が必要になる。

その上で、従業員が他者の EEB を認知し、他者の

IEO 評価を高められるようにするべきである。こ

れらの成果と知見は、コーポレート・アントレプレ

ナーシップ研究および IEO 研究に対するリサー

チ・ギャップを踏まえた新たな貢献の提示だとも言

える。 
なお、本論文には残された課題が幾つか存在する。

一つ目として、自己 IEO の評価や IEO 評価の差が

どのようなかたちで、職務満足など心理的変数の先

行変数となるのかを解明する必要がある。高橋

（1993）のぬるま湯理論からは、従業員の自己

IEO の評価も職務満足に正の有意な影響を与える

と考えられる。また、システム温の高さも職務満足

に正の有意な影響を与えることが示されている。た

だし、自己評価としての体温と他者・組織の評価で
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あるシステム温は社会比較を踏まえて、相互依存し

ながら、職務満足に影響を与えると考えられる。高

橋（1993）ではこの点の言及はない。Brown et al.
（2007）では社会比較理論の実証研究から、従業

員の自己評価の高さが他者に対する上方比較/下方

比較双方の発生を有意に抑制することを示している。

その上で、職務満足に対して、自己評価の高さが正

の有意な間接効果を与え、上方比較は負の有意な直

接効果を、下方比較は正の有意な直接効果を与える

ことを示している。高橋（1993）と Brown et al.
（2007）の研究成果は相反する部分もあるが、従

業員の自己評価と他者評価は相互に依存し、組み合

わさることで、彼我の職務満足の高低が決定される

ことが示唆される。 
以上を援用すれば、今後は、自己 IEO 評価と

IEO 評価の差が職務満足にどのような影響を与え

るか、その具体的なモデルを明らかにする必要があ

る。加えて、本論文のデータセットは単年度の

WEB アンケートから構築されている。本 WEB ア

ンケートは継続実施しているため、多年度に渡るデ

ータセットを構築し、より詳細な変数間の因果関係

を推計する必要もある。 
また、本論文の分析モデルでは、女性従業員が男

性従業員に比べて、自己 IEO の評価と IEO 評価の

差が有意に低いことが強く示されている。分析結果

からは、女性は男性に比べて、組織の中で自己

IEO を低く評価し、他者 IEO を高く評価する傾向

にあることが示唆されている。女性は「他者との関

係の中に埋め込まれて、他者により注意を払い」、

「自己評価を下げる」といった特徴があり、自己・

他者 IEO の評価に生じているのだとも考えられる。

よって、Kemmelmeier and Oyserman（2001）や

Guimond and Chatard（2014）で示された、男女の

社会比較に関する性別効果にも着目する必要がある。

さらに、人事考課にはプロセス評価と業績評価の二

つが存在する。そのため、人事考課の中身に焦点を

当てながら、自己 IEO の評価や IEO 評価の差との

関係を分析する必要もある。最後に、本研究は日本

企業 A 社のみをリサーチサイトとした。今後は企

業横断的に自己 IEO の評価と IEO 評価の差の決定

要因を実証し、比較する必要がある。以上を本論文

の残された課題とする。 
 
 
 

【注釈】 

1)     ここでは各推計モデルの二乗項を用いていない場合のVIFを

推計している。その結果、各モデルでVIFの最も高い値は表 3 

では1.66 、表4では1.66 、表5では1.67、表6では 1.67、表7

では 1.68 、表 8では 1.78となった。そのため、各推計モデル

で、多重共線性は生じていないと言える。 
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